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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第12期

第１四半期
連結累計期間

第13期
第１四半期
連結累計期間

第12期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 51,481 70,629 219,657

経常利益 (百万円) 6,765 5,644 27,193

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(百万円) 3,783 3,503 17,746

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,068 4,753 24,241

純資産額 (百万円) 140,672 152,152 158,664

総資産額 (百万円) 234,783 238,355 245,992

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 29.90 27.82 140.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 29.89 27.81 139.99

自己資本比率 (％) 56.4 60.2 60.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,250 1,418 19,949

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,318 △2,348 △7,880

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,830 △14,539 △15,888

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 48,808 35,250 50,455
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連

結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としてい

ます。

４．平成27年12月期は決算期変更の経過期間となることから、当第１四半期連結累計期間につきましては、従

来３月決算であった会社は３ヵ月間(平成27年４月１日～平成27年６月30日)、従来より12月決算の会社は

６ヵ月間(平成27年１月１日～平成27年６月30日)を連結対象期間とした決算となっています。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

技術供与に関する契約

契約会社名 技術導入先 契約の対象 締結契約発効年月 契約期間

ナブテスコ
株式会社

韓国
パーカー・モバイル・
コントロール・
ディビジョン・アジア社

油圧制御バルブ 平成18年６月 平成28年５月迄

 

　(注) 上記契約については、契約期間を「平成27年５月迄」から「平成28年５月迄」に変更しております。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間(※)における世界経済は、米国は堅調さが持続し、欧州はギリシャ危機がおおむね回

避され、引き続き緩やかな回復基調が見られる一方で、中国経済は減速基調がつづき、東南アジア諸国などでも景

気回復の遅れがみられました。

　我が国経済では、国内消費の低迷や新興国の景気回復ペースの鈍化の影響はあるものの、政府による経済政策や

日本銀行による金融政策の効果により、企業収益の改善や設備投資の増加、雇用情勢の改善など回復傾向が持続し

ました。

　このような中、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績については、国内市場は堅調に推移したもの

の、中国の油圧機器事業の低迷等を受け、売上高70,629百万円、営業利益は5,311百万円、経常利益は5,644百万

円、親会社株主に帰属する四半期純利益は3,503百万円となりました。

　

(※) 平成27年12月期は決算期変更の経過期間となることから、当第１四半期連結累計期間につきましては、従来

３月決算であった会社は３ヵ月間(平成27年４月１日～平成27年６月30日)、従来より12月決算の会社は６ヵ

月間(平成27年１月１日～平成27年６月30日)を連結対象期間とした決算となっています。

 

（売上高・営業利益）

当第１四半期連結累計期間の売上高は70,629百万円となり、営業利益は5,311百万円となりました。売上高営業

利益率は7.5％となりました。

 

 セグメントの業績は次のとおりです。

 

① 精密機器事業

精密機器事業の売上高は16,865百万円、営業利益は2,516百万円となりました。

　精密減速機は、好調な産業用ロボット、工作機械およびその他ＦＡ向け需要を受け売上高は順調に推移していま

す。

 

② 輸送用機器事業

輸送用機器事業の売上高は16,444百万円、営業利益は2,681百万円となりました。

　鉄道車両用機器は、堅調な国内新車需要、補修部品ビジネスの拡大が見られたものの、中国高速鉄道案件の計画

変更により、売上高は弱含みで推移しています。商用車用機器は、海外向けトラック需要が停滞ぎみであるもの

の、好調な国内需要を受け、売上高は順調に推移しています。舶用機器は、中国市況の悪化により新造船の発注に

一服感はあるものの、全体としては潤沢な手元工事量を背景に売上高は堅調に推移しています。

 

③ 航空・油圧機器事業

航空・油圧機器事業の売上高は16,212百万円、営業損失は658百万円となりました。

　航空機器は、堅調な民間航空機および防衛省向け需要を受け、売上高は順調に推移しています。油圧機器は、中

国における建設機械需要減の影響を受け売上高は計画を下回り推移しています。

　

④ 産業用機器事業

産業用機器事業の売上高は21,106百万円、営業利益は770百万円となりました。

　自動ドアは、国内外市場ともに、売上高は順調に推移しています。包装機は、一部案件の期ずれにより売上高は

やや低調に推移しています。
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（経常利益）

当第１四半期連結累計期間の経常利益は5,644百万円となりました。

 営業外収益は、主に持分法による投資利益702百万円により1,017百万円、営業外費用は、主に為替差損620百万

円により684百万円となりました。

 

（親会社株主に帰属する四半期純利益）

当第１四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利益は3,503百万円となりました。

　特別利益は、主に投資有価証券売却益1,031百万円により1,041百万円、特別損失は、固定資産処分損の発生によ

り49百万円となりました。

 
以上の結果、税金等調整前四半期純利益は6,637百万円となりました。法人税等は3,295百万円となり、非支配株

主に帰属する四半期純損失は162百万円となりました。

　

 
(2) 財政状態の分析

 

 (資産)

当第１四半期連結会計期間末の流動資産は127,903百万円、固定資産は110,451百万円であり、その結果、総資産

は238,355百万円と前連結会計年度末比7,637百万円の減少となりました。主な増加要因は、たな卸資産の増加4,658

百万円及びのれんの増加3,677百万円であります。一方、主な減少要因は、現金及び預金の減少11,475百万円、有価

証券の減少4,000百万円及び投資有価証券の減少1,147百万円であります。

 

 (負債)

当第１四半期連結会計期間末の流動負債は63,808百万円、固定負債は22,394百万円であり、その結果、負債合計

は86,202百万円と前連結会計年度末比1,125百万円の減少となりました。主な増加要因は支払手形及び買掛金の増加

809百万円であります。一方、主な減少要因は、未払法人税等の減少2,205百万円であります。

 

 (純資産)

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は152,152百万円であります。自己資本は143,565百万円と前連結会計

年度末比6,296百万円の減少となりました。主な増加要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益3,503百万円に伴

う利益剰余金の増加及び在外子会社の為替変動による為替換算調整勘定の増加2,235百万円であります。一方、主な

減少要因は、自己株式の増加7,971百万円及び配当による利益剰余金の減少3,053百万円であります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。) は、前連結会計年度末比

15,204百万円減少し、35,250百万円となりました。これは営業活動により獲得した資金1,418百万円を主に自己株

式の取得、短期借入金の返済、設備投資、配当金の支払に充てた結果であります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは1,418百万円の資金の増加となりまし

た。増加要因としては主に税金等調整前四半期純利益及び減価償却費、売上債権の減少によるものであります。

一方、減少要因としては主にたな卸資産の増加及び法人税等の支払によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは2,348百万円の資金の減少となりまし

た。増加要因としては主に投資有価証券の売却によるものであります。一方、減少要因としては主に有形固定資

産の取得及び子会社株式の取得によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは14,539百万円の資金の減少となりま

した。これは主に自己株式の取得、短期借入金の返済及び配当金の支払によるものであります。

　

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

 
(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,113百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 128,265,799 128,265,799
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 128,265,799 128,265,799 ― ―
 

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成27年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

　

 
(2) 【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

 

(4) 【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

　

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年６月30日 ― 128,265 ― 10,000 ― 26,273
 

　

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 1,050,700

(相互保有株式)
普通株式   20,800

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

127,093,600
1,270,936 ―

単元未満株式
普通株式

100,699
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 128,265,799 ― ―

総株主の議決権 ― 1,270,936 ―
 

(注)　 １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式92株が含まれており、また相互保有株式が次

のとおり含まれています。

大力鉄工株式会社         80株

ナブコシステム株式会社   93株

　　　 ２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株含まれていま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数60個が含まれていま

す。

 
 
② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ナブテスコ株式会社

東京都千代田区
平河町二丁目７－９

1,050,700 ― 1,050,700 0.82

(相互保有株式)
旭光電機株式会社

神戸市中央区
元町通五丁目７－20

15,000 ― 15,000 0.01

(相互保有株式)
大力鉄工株式会社

神戸市東灘区
田中町四丁目９－２

5,500 ― 5,500 0.01

(相互保有株式)
ナブコシステム株式会社

東京都港区
虎ノ門一丁目22－15

300 ― 300 0.00

計 ― 1,071,500 ― 1,071,500 0.84
 

　

 
 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．決算期変更について

当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度より決算日を３月31日から12月31日に変更し、同時に連結決算日を３

月31日から12月31日に変更しています。この結果、平成27年12月期は決算期変更の経過期間となります。当第１四半

期連結累計期間につきましては、従来３月決算であった会社は３ヵ月間（平成27年４月１日～平成27年６月30日）、

従来より12月決算の会社は６ヵ月間（平成27年１月１日～平成27年６月30日）を連結対象期間とした決算となってい

ます。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 34,157 22,681

  受取手形及び売掛金 57,115 56,821

  有価証券 17,000 13,000

  商品及び製品 5,770 6,425

  仕掛品 9,473 12,558

  原材料及び貯蔵品 9,921 10,839

  繰延税金資産 3,020 2,864

  その他 3,058 2,937

  貸倒引当金 △194 △224

  流動資産合計 139,321 127,903

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 48,842 49,331

    減価償却累計額 △30,227 △30,777

    建物及び構築物（純額） 18,614 18,553

   機械装置及び運搬具 67,531 72,666

    減価償却累計額 △48,621 △53,943

    機械装置及び運搬具（純額） 18,909 18,723

   工具、器具及び備品 24,857 26,077

    減価償却累計額 △21,457 △22,491

    工具、器具及び備品（純額） 3,399 3,586

   土地 14,713 14,724

   建設仮勘定 1,240 2,246

   有形固定資産合計 56,877 57,834

  無形固定資産   

   のれん 17,987 21,665

   その他 4,118 4,256

   無形固定資産合計 22,105 25,922

  投資その他の資産   

   投資有価証券 25,431 24,283

   退職給付に係る資産 231 246

   繰延税金資産 455 453

   その他 1,659 1,797

   貸倒引当金 △90 △86

   投資その他の資産合計 27,687 26,694

  固定資産合計 106,670 110,451

 資産合計 245,992 238,355
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 37,607 38,417

  短期借入金 6,491 5,288

  1年内返済予定の長期借入金 84 83

  未払法人税等 4,666 2,460

  製品保証引当金 884 802

  受注損失引当金 32 0

  その他 15,064 16,755

  流動負債合計 64,830 63,808

 固定負債   

  社債 10,000 10,000

  長期借入金 84 41

  役員退職慰労引当金 210 159

  退職給付に係る負債 6,687 6,984

  繰延税金負債 3,464 3,119

  その他 2,051 2,089

  固定負債合計 22,497 22,394

 負債合計 87,327 86,202

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,000 10,000

  資本剰余金 18,989 18,895

  利益剰余金 107,554 108,004

  自己株式 △2,928 △10,899

  株主資本合計 133,615 126,000

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,447 2,990

  繰延ヘッジ損益 △2 △2

  為替換算調整勘定 12,977 15,213

  退職給付に係る調整累計額 △175 △636

  その他の包括利益累計額合計 16,246 17,564

 新株予約権 391 306

 非支配株主持分 8,410 8,280

 純資産合計 158,664 152,152

負債純資産合計 245,992 238,355
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 51,481 70,629

売上原価 37,192 51,726

売上総利益 14,288 18,902

販売費及び一般管理費 8,773 13,591

営業利益 5,515 5,311

営業外収益   

 受取利息 46 99

 受取配当金 101 65

 受取賃貸料 46 33

 持分法による投資利益 1,146 702

 その他 164 116

 営業外収益合計 1,505 1,017

営業外費用   

 支払利息 56 52

 為替差損 157 620

 その他 42 11

 営業外費用合計 255 684

経常利益 6,765 5,644

特別利益   

 固定資産売却益 5 10

 投資有価証券売却益 ― 1,031

 ゴルフ会員権売却益 ― 0

 特別利益合計 5 1,041

特別損失   

 固定資産処分損 6 49

 特別損失合計 6 49

税金等調整前四半期純利益 6,764 6,637

法人税等 2,873 3,295

四半期純利益 3,891 3,341

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

108 △162

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,783 3,503
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 3,891 3,341

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 350 △461

 繰延ヘッジ損益 0 0

 為替換算調整勘定 △1,227 2,293

 退職給付に係る調整額 76 △449

 持分法適用会社に対する持分相当額 △23 29

 その他の包括利益合計 △822 1,411

四半期包括利益 3,068 4,753

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,208 4,822

 非支配株主に係る四半期包括利益 △139 △68
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 6,764 6,637

 減価償却費 1,453 2,418

 のれん償却額 241 675

 株式報酬費用 34 33

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △39 17

 退職給付に係る資産及び負債の増減額 34 △427

 受取利息及び受取配当金 △147 △164

 支払利息 56 52

 持分法による投資損益（△は益） △1,146 △702

 固定資産売却損益（△は益） △5 △10

 固定資産処分損益（△は益） 6 49

 投資有価証券売却損益（△は益） ― △1,031

 売上債権の増減額（△は増加） △617 1,893

 たな卸資産の増減額（△は増加） △4,094 △3,544

 仕入債務の増減額（△は減少） 2,259 △1,229

 その他 2,648 1,687

 小計 7,447 6,356

 利息及び配当金の受取額 460 520

 利息の支払額 △61 △56

 法人税等の支払額 △6,596 △5,401

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,250 1,418

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1 ―

 定期預金の払戻による収入 ― 244

 有形固定資産の取得による支出 △1,144 △2,328

 有形固定資産の売却による収入 10 29

 無形固定資産の取得による支出 △166 △184

 投資有価証券の取得による支出 △38 △35

 投資有価証券の売却による収入 11 1,838

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

― △1,722

 その他 10 △189

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,318 △2,348

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △1,415 △3,462

 長期借入れによる収入 0 ―

 長期借入金の返済による支出 △37 △41

 非支配株主からの払込みによる収入 ― 36

 自己株式の取得による支出 △0 △8,183

 自己株式の売却による収入 0 0

 配当金の支払額 △2,369 △2,855

 非支配株主への配当金の支払額 △7 △32

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,830 △14,539

現金及び現金同等物に係る換算差額 △346 265

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,244 △15,204

現金及び現金同等物の期首残高 53,052 50,455

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  48,808 ※１  35,250
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

（連結決算日の変更に関する事項）

当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度より決算日を３月31日から12月31日に変更し、同時に連結決算

日を３月31日から12月31日に変更しています。この結果、平成27年12月期は決算期変更の経過期間となりま

す。当第１四半期連結累計期間につきましては、従来３月決算であった会社は３ヵ月間（平成27年４月１日～

平成27年６月30日）、従来より12月決算の会社は６ヵ月間（平成27年１月１日～平成27年６月30日）を連結対

象期間とした決算となっています。
 

 
(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社

に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計

年度の費用として計上する方法に変更しています。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企

業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連

結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しています。加えて、四半期純利益等の表示の変更

及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っています。当該表示の変更を反映させるため、前

第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを

行っています。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項(４)、連結会計基準第44-５項(４)及び

事業分離等会計基準第57-４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しています。

　当第１四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない

子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

区分に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株

式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の区分に記載しています。

　これによる当第１四半期連結累計期間の損益、キャッシュ・フロー及び当第１四半期連結会計期間末の資本

剰余金に与える影響は軽微であります。
 

 
 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。
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(追加情報)

(自己株式の取得及び消却)

当社は、平成27年５月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき自己株式の取得に係る事項を決議するとともに、会社法第178条の規定に基づき自己株式を

消却することを決議しました。

 

１．自己株式の取得および消却を行う理由

機動的な利益還元を実施することで１株当たりの株主価値を高めるとともに、資本効率の向上を図るため自己

株式の取得と消却を行います。

 
２．取得の内容

（１）取得対象株式の種類　　:　当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数　：　4,000,000株（上限）

　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　：　3.14%）

（３）株式の取得価額の総額　：　10,000,000,000円（上限）

（４）取得期間　：　平成27年６月１日～平成27年12月25日

（５）取得方法　：　東京証券取引所における市場買付け

 
３．消却の内容

（１）消却する株式の種類　：　当社普通株式

（２）消却する株式の数　　：　上記２により取得した自己株式の全数

（３）消却予定日　　　　　：　平成27年12月28日

　

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 

 
 
 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

現金及び預金 24,468百万円 22,681百万円

有価証券 24,999　〃 13,000　〃

計 49,468百万円 35,681百万円

預入期間が３ヵ月超の定期預金 △660　〃 △430　〃

現金及び現金同等物 48,808百万円 35,250百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 2,543 20 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

　

 
当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日
定時株主総会

普通株式 3,053 24 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成27年５月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得を決議し、自己株式2,543,300株の取得を行いました。この結果、

当第１四半期連結累計期間にて自己株式が7,971百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末において自己株式残

高は10,899百万円となっています。

なお、当該決議に基づく自己株式の取得につきましては、平成27年７月３日をもって終了しています。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

精密
機器事業

輸送用
機器事業

航空・油圧
機器事業

産業用
機器事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 13,241 14,076 13,077 11,086 51,481 ― 51,481

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

15 50 334 32 433 △433 ―

計 13,257 14,126 13,411 11,118 51,914 △433 51,481

セグメント利益
又は損失（△）

2,009 2,852 802 △150 5,515 ― 5,515
 

(注) １ セグメント間の内部売上高又は振替高に係る調整額は、セグメント間取引消去△433百万円であります。

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（「退職給付に関する会計基準」等の適用）

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更

したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「精密機器事業」のセグメント利益が０

百万円、「輸送用機器事業」のセグメント利益が０百万円、「航空・油圧機器事業」のセグメント利益が０百万

円それぞれ減少し、「産業用機器事業」のセグメント損失が０百万円増加しております。

 
（減価償却方法の変更）

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、従来、当社及び国内連結子会

社は、建物以外の有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計

期間より、全ての有形固定資産について、定額法に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「精密機器事業」のセグメント利益が107

百万円、「輸送用機器事業」のセグメント利益が42百万円、「航空・油圧機器事業」のセグメント利益が79百万

円それぞれ増加し、「産業用機器事業」のセグメント損失が11百万円減少しております。
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 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

精密
機器事業

輸送用
機器事業

航空・油圧
機器事業

産業用
機器事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 16,865 16,444 16,212 21,106 70,629 ― 70,629

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

23 51 361 47 482 △482 ―

計 16,888 16,495 16,573 21,154 71,111 △482 70,629

セグメント利益
又は損失（△）

2,516 2,681 △658 770 5,311 ― 5,311
 

(注) １ セグメント間の内部売上高又は振替高に係る調整額は、セグメント間取引消去△482百万円でありま

す。　

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

当社は、「航空・油圧機器事業」において、株式会社ハイエストコーポレーションを株式取得を通じて買収

し、平成27年４月１日より同社を新たに連結子会社としています。

当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては、2,759百万円であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 29円90銭 27円82銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 3,783 3,503

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
   金額(百万円)

3,783 3,503

    普通株式の期中平均株式数(株) 126,542,425 125,936,948

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 29円89銭 27円81銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ―

    普通株式増加数(株) 49,018 44,813

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月10日

ナブテスコ株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   古　　山　　和　　則 　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   秋   田   英   明   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   内   田   好   久   印

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナブテスコ株式

会社の平成27年４月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から

平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ナブテスコ株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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